
行政の役割



今日のお話

• 医療的ケア児の実態を知って頂きたい

増加傾向

対応するために専門職が必要（看護師、研修修了者など）

医療・障害福祉・保育・教育の多職種連携

改正児童福祉法

協議の場

• 障害福祉における医療的ケア児支援

医療的ケア児等コーディネータ

担当者合同会議

MEIS

• 保育における医療的ケア児支援

医療的ケア児保育の拡充

• 学校における医療的ケア児支援

看護師配置、医療的ケア実施体制整備

• 成育基本法

• 医療的ケア児支援法

• 地域共生社会（改正社会福祉法）



医療的ケア児の実態を知って頂きたい

• 行政職員： 医療の現場や患者の実態を知らない

（例 気管切開のケアがどう大変なのか、分からない）

両者がお互いの特性を知り、同じ目的を持って協力することが大切

現場を見た方が良い

• 医療関係者： 行政の仕組みや行政用語の使い分けが分からない
（例 市役所に医療政策を提言しても、何も変わらない

行政職員が理解できる用語を使わないと、伝わらない ）

政策を所管する部署と制度の用語を正しく知って、訴えるほうが良い



児童福祉法の改正

第五十六条の六第二項

「地方公共団体は、人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある

障害児が、その心身の状況に応じた適切な保健、医療、福祉その他の各関連分野の支援を受けられるよう、保健、

医療、福祉その他の各関連分野の支援を行う機関との連絡調整を行うための体制の整備に関し、必要な措置を

講ずるように努めなければならない。」

＊ 画像転用禁止

（平成28年5月25日成立・同年6月3日公布）

（厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業「医療的ケア児に対する実態調査と医療・福
祉・保健・教育等の連携に関する研究（田村班）」の協力のもと障害児・発達障害者支援室で作成）

⃝ 医療的ケア児とは、医学の進歩を背景として、ＮＩＣＵ等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や

経管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な児童のこと。

⃝ 全国の医療的ケア児（在宅）は約2.0万人〈推計〉

○ 歩ける医療的ケア児から寝た
きりの重症心身障害児※1まで
いる。

○ 生きていくために日常的な医
療的ケアと医療機器が必要
例）気管切開部の管理、人工
呼吸器の管理、吸引、在宅酸
素療法、胃瘻・腸瘻・胃管から
の経管栄養、中心静脈栄養
等

※1：重症心身障害児とは重度の知的障害と
重度の肢体不自由が重複している子ども
のこと。全国で約43,000人（者も含まれて
いる）。［岡田.2012推計値］
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医療的ケア児について

この子たちは20年後に医療的ケア者になります



⃝ 年齢階級別の医療的ケア児数は、低年齢ほど人数が多く、0～4歳が最も多い。いずれの年齢階級も年々増加傾向である。

⃝ 人工呼吸器を必要とする児童数は、直近７年で2.６倍に増加している。0～4歳が最も多く、経年での増え方も大きい。
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◼ 年齢階級別の医療的ケア児数の年次推移（推計） ◼ 年齢階級別の人工呼吸器を必要とする児童数の年次推移（推計）

（年度） （年度）

（人） （人）

1,928人

4,600人

年齢階級別の医療的ケア児数等
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※１ 平成2９年度厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業「医療的ケア児に対する実態調査と医療・福祉・保健・教育等の連携に関する研究
（田村班）」報告書より抜粋

※２ 医療機関所在地からの集計結果のため、患者の住所地とは異なる場合もあることに留意

医療的ケア児 医療的ケア児 医療的ケア児

推計値 １万人あたり 20歳未満１万人

0 全国 126,933 21,820 17,058 1.344 7.818

1 北海道 5,352 837 615 1.148 7.343

2 青森県 1,293 207 101 0.783 4.891

3 岩手県 1,268 207 130 1.022 6.260

4 宮城県 2,330 399 374 1.604 9.365

5 秋田県 1,010 147 97 0.962 6.610

6 山形県 1,113 184 105 0.946 5.725

7 福島県 1,901 319 199 1.049 6.249

8 茨城県 2,905 504 402 1.382 7.968

9 栃木県 1,966 343 275 1.400 8.022

10 群馬県 1,967 344 265 1.348 7.706

11 埼玉県 7,289 1,257 664 0.911 5.280

12 千葉県 6,236 1,053 758 1.215 7.195

13 東京都 13,624 2,093 2,140 1.571 10.225

14 神奈川県 9,145 1,564 1,094 1.196 6.992

15 新潟県 2,286 379 262 1.145 6.906

16 富山県 1,061 177 115 1.087 6.516

17 石川県 1,151 204 148 1.283 7.239

18 福井県 782 143 100 1.278 6.987

19 山梨県 830 144 90 1.082 6.238

20 長野県 2,088 367 311 1.490 8.476

21 岐阜県 2,022 367 263 1.301 7.166

22 静岡県 3,688 647 559 1.516 8.639

23 愛知県 7,507 1,398 1,044 1.391 7.468

24 三重県 1,808 321 171 0.943 5.312

番号 都道府県
人口

（千人）

２０歳未満

人口（千人）

25 滋賀県 1,413 276 270 1.911 9.783

26 京都府 2,605 439 295 1.131 6.712

27 大阪府 8,833 1,514 1,380 1.562 9.115

28 兵庫県 5,520 975 809 1.465 8.294

29 奈良県 1,356 237 166 1.227 7.018

30 和歌山県 954 162 108 1.130 6.656

31 鳥取県 570 100 124 2.180 12.425

32 島根県 690 119 73 1.063 6.162

33 岡山県 1,915 343 345 1.799 10.044

34 広島県 2,837 509 422 1.487 8.287

35 山口県 1,394 233 131 0.943 5.640

36 徳島県 750 121 67 0.889 5.510

37 香川県 972 169 99 1.014 5.833

38 愛媛県 1,375 232 193 1.406 8.333

39 高知県 721 115 79 1.097 6.877

40 福岡県 5,104 926 796 1.560 8.598

41 佐賀県 828 157 99 1.200 6.327

42 長崎県 1,367 242 169 1.233 6.966

43 熊本県 1,774 325 264 1.487 8.115

44 大分県 1,160 199 142 1.221 7.119

45 宮崎県 1,096 201 185 1.684 9.183

46 鹿児島県 1,637 297 244 1.492 8.224

47 沖縄県 1,439 331 320 2.222 9.660

都道府県別医療的ケア児数（推計値）
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◼ 都道府県別の医療的ケア児数（推計値）及び、総人口並びに20歳未満人口1万人あたりの値 （平成28年10月1日現在、総務省人口推計を使用）

• 医療機関所在地からの集計結果のため、患者の住所地とは異なる場合がある
• 障害福祉部門では、身体障害者手帳、療育手帳取得者及び障害福祉サービス利用者は把握可能。

（サービスを利用していない医療的ケア児は把握が困難。）

都道府県もしくは市町村において
医療的ケア児数を把握する必要



経管栄養（胃ろう・腸ろうを含む）, …

全面的な介助が必要, 10%

一部介助が必要, 7%

介助なしで食事ができる, 16%

無回答, 1%

言語理解不

可, 53%

簡単な言語理

解, 25%

簡単な色・数の理解可, 4%

簡単な文字・数の理解可, 6%

簡単な計算可, 

7%

無回答, 

5%

寝たきり, 

65%

つかまり立ちがで

きる, 9%

一人立ちができる, 

24%

無回答, 2%

在宅の医療的ケア児の状態像やサービス利用の現状

◼ 在宅で実施している医療的ケアの種類（1日当たりの実施回数） ◼ 子どもの状態

【姿勢】

【食事】

【理解】

◼ 医療サービスの利用状況

90%

48%

34%

32%

15%

7%

0% 50% 100%

専門病院（大学病院・こども病院等）への通院

訪問看護

地域の病院・診療所への通院

訪問リハビリテーション

病院・診療所からの医師の往診

その他

78%

72%

62%

39%

37%

37%

31%

20%

15%

14%

3%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

服薬管理（2.9）

経管栄養（経鼻・胃ろう・腸ろう）（4.5）

吸引（16）

パルオキシメーター（2）

吸入・ネブライザー（2.1）

気管切開部の管理（バンド交換等）（1.4）

在宅酸素療法（1.4）

人工呼吸器の管理（1.7）

導尿（4.6）

その他（1.9）

中心静脈栄養（1.3）

咽頭エアウェイ（1.6）

n=1,331 

n=1,331 

45%

41%

7%

4%

3%

2%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

居宅介護

医療型短期入所

福祉型短期入所

行動援護

重度障害者等包括支援

同行援護

その他

利用した, 

40%利用しな

かった, 

57%

無回答, 3%

n=529

◼ 直近3ヶ月の在宅における福祉サービスの利用状況

利用した, 

38%利用しな

かった, 

58%

無回答, 

4%

49%

32%

24%

4%

0% 20% 40% 60%

放課後等デイサービス

児童発達支援

医療型児童発達支援

その他

◼ 直近3ヶ月の障害児通所支援事業所等の利用状況

n=501

7
出典：平成27年度障害者支援状況等調査研究事業報告書「在宅医療ケアが必要な子どもに関する調査」
【調査対象】日本小児総合医療施設協議会の会員施設32病院を受診し、在宅で医療的ケアを行っている18歳未満の子どもの保護者（障害の有無は問わず） 【回収率】69％（1,331/1,929件）



肢体不自由児

重心医ケア児

動ける医ケア児

知的障害
（理解できない）

身体障害
（移動できない）

医ケアの程度
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① 運動機能
② 知的機能
③ 医療ケアの程度

重症心身障害児

発達障害のある医ケア児

寝たきりだが
理解力のある医ケア児

発達障害児

知的機能

運動機能

これからの障害児を正しく理解するためには、３つ軸が必要

大島分類

超重症児

前田浩利先生のアイデアを改変



• 医療的ケア児の33％は動ける

（2015年埼玉県小児在宅医療患者生活ニーズ調査）

• 動く医療的ケア児は、医療デバイスを不用意に抜去するなど
生命の危険がある（特に知的障害を合併する例）

• 密接な見守りなど、より手厚い障害福祉サービスが必要

• しかし、動く医療的ケア児は、重症心身障害児の障害福祉
サービスが使えない⇒ 令和3年度から少し緩和

動ける医療的ケア児
寝たきりの重心医ケア児

動く医療的ケア児



① 障害福祉サービス等報酬

在宅の医療的ケア児とその家族の支援に向けた主な取り組み

在宅生活の基盤整備

居 宅 介 護

社会生活の基盤整備

【病院】医療ソーシャ ルワ ーカー

【 病 院 ・ 診 療 所 】 外 来 、 入 院

短 期 入 所

① 障害福祉サービス等報酬

④ 医療型短期入所事業所開設支援

⑤ 医療的ケア児等医療情報共有サービス

⑦ 在宅医療関連講師人材養成事業

⑧ 小児慢性特定疾病の医療費助成

⑨ 小児慢性特定疾病児童自立支援事業

⑩ 医療的ケア児保育支援モデル事業

⑪ 障害児受入強化推進事業

⑬ 医療的ケアのための看護師配置

⑭ 学校における医療的ケア実施体制構築事業

出生

乳児

幼児

6歳

◼ 相談

保 育 所 等 訪 問 支 援

◼ 相談

③ 医療的ケア児総合支援事業

⑫ 子育て世代包括支援センター

【 障 害 児 通 所 】
児童発達支援・医療型児童発達支援・

居宅訪問型児童発達支援

放 課 後 児 童 ク ラ ブ

◼ 医療

◼ 障害福祉

未熟児療育事業

身体障害者手帳

精神障害者保健福祉手帳

難病医療費

療育手帳

特別児童扶養手当

障害児福祉手当

ＮＩＣＵ・ＧＣＵから在宅への移行支援

等

（医ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置）

【小・中・高等学校、特別支援学校等】

⑥ 診療報酬

【 在 宅 医 療 】
訪問診療、訪問看護、訪問歯科、訪問薬剤管理、等

18歳

注）対象年齢等は制度により異なる

小学校就学児童

① 障害福祉サービス等報酬

【障害児通所】放課後等デイサービス

【 保 育 園 等 】

等

在宅生活支援 社会生活支援 経済的支援等

医療 障害福祉

子育て、保育、母子保健 教育

【 行 政 】 地 域 の 保 健 師 等 ⑬ 医療的ケアのための看護師配置

⑭ 学校における医療的ケア実施体制構築事業

【幼稚園、特別支援学校等】

⑫ 子育て世代包括支援センター

障 害 児 相 談 支 援

【 行 政 】 地 域 の 保 健 師 等

障 害 児 相 談 支 援

在宅における医療的ケア児とその家族を支えるため、NICU・GCUから在宅へ円滑に移行するための支援や地域における生活の基盤整備等の在宅生活支援、医療的ケア児を

受け入れる障害児通所、保育園、学校等の基盤整備といった社会生活支援、経済的支援等の取組が実施されている。

10①～⑭の詳細は、「医療的ケア児の支援に
向けた主な取組＜1～3＞」を参照



病院
小児
科

＋＜地域＞
＜在宅医療＞ ＜福祉・保育・教育・保健＞＜病院＞

① 病院から在宅への移行

② 在宅医療の提供

③ 福祉・教育等との連携
（＝地域包括ケア）

④ 成人期支援への移行

医療的ケア児者への支援のフェイズ

※ 看護師・喀痰吸引等従事者の配置
（医療的ケアの体制づくり）

【医療サイドからみた論点】

在宅医療
小
児
期

成
人
期

④

①

保育園・
幼稚園

※

児童発達
支援 ※

通常学校・
特別支援学校

※

放課後等
デイ

※

就労

※

生
活
介
護※

③ 小児の地域包括ケア

②

成
人
科

① 病院から在宅への移行・・・NICU等からの退院支援、病院の後方支援
② 在宅医療・・・・・・・・・・・・・かかりつけ医、訪問診療、訪問看護の確保
③ 小児の地域包括ケア・・・・障害福祉、保育、教育、保健、短期入所、町内会
④ 成人期への移行・・・・・・・病院の確保、障害福祉、生活介護、就労支援



保健・医療・福祉・教育・保育の連携

○ 関連する制度は多岐にわたるが、根拠法を知ることで制度を理解できる

分野 法律 医療的ケア児関連の制度

保健

母子保健法 新生児訪問指導、乳幼児健診

児童福祉法
乳児家庭全戸訪問

要保護児童への対応

医療

医療法 医療計画における小児医療・在宅医療

健康保険法 診療報酬

母子保健法 未熟児養育医療給付

児童福祉法 小児慢性特定疾病医療費助成

難病法 難病医療費助成

障害者総合支援法 自立支援医療（育成医療・更正医療）

地域医療介護総合確保法 基金事業による研修会、相談窓口

福祉
児童福祉法 障害児福祉計画・障害児通所支援

障害者総合支援法 医療型短期入所

教育 学校教育法 特別支援教育、看護師配置

保育
児童福祉法 看護師配置、保育所等訪問支援

子ども子育て支援法 全ての子どもに健やかな育ちを保障



2016年5月25日に児童福祉法が改正（6月3日公布・施行）

【改正の概要】

① 医療的ケア児支援のため、地方自治体が保健・医療・福祉等

の連携体制を整備する努力義務を負う

② 市町村・都道府県が障害児福祉計画を定める

児童福祉法 第５６条の６ 第２項（新設）

地方公共団体は、人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を

営むために医療を要する状態にある障害児が、その心身の状況に応じた適

切な保健、医療、福祉その他の各関連分野の支援を受けられるよう、保健、

医療、福祉その他の各関連分野の支援を行う機関との連絡調整を行うため

の体制の整備に関し、必要な措置を講ずるように努めなければならない。



第２期（令和３～５年度）障害児福祉計画 【医療的ケア児支援関係➀】

一 基本的理念

障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針

（略）加えて、人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児（以下「医療的ケア児」と
いう。）が保健、医療、障害福祉、保育、教育等の支援を円滑に受けられるようにする等、専門的な支援を要する者に対して、各関連分野
が共通の理解に基づき協働する包括的な支援体制を構築する。

四 障害児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方

（平成29年厚生労働省告示第116号）
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４ 特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備

（一）重症心身障害児及び医療的ケア児に対する支援体制の充実

重症心身障害児が身近な地域にある児童発達支援や放課後等デイサービス等を受けられるように、地域における重症心身障害児の人数やニーズを
把握するとともに、地域における課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、支援体制の充実を図る。ニーズの把握に当たっては、管内の障害児入
所施設をはじめとして在宅サービスも含む重症心身障害児の支援体制の現状を併せて把握することが必要である。

医療的ケア児についても、身近な地域で必要な支援が受けられるように、地域における医療的ケア児の人数やニーズを把握するとともに、障害児支援
等の充実を図る。ニーズの把握に当たっては、管内の短期入所事業所をはじめとした医療的ケア児の支援体制の現状を併せて把握することが必要であ
る。

また、重症心身障害児及び医療的ケア児が利用する短期入所の実施体制の確保に当たっては、重症心身障害児及び医療的ケア児とその家族が安
心して豊かな生活を送ることができるよう、家庭環境等を十分に踏まえた支援や家族のニーズの把握が必要である。ニーズが多様化している状況を踏ま
え、協議会等を活用して短期入所の役割や在り方について検討し、地域において計画的に短期入所が運営されることが必要である。

さらに、心身の状況に応じた保健、医療、障害福祉、保育、教育等の各関連分野の支援を受けることができるよう、保健所、病院・診療所、訪問看護ス
テーション、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、障害児相談支援事業所、保育所、学校等の関係者が連携を図るための協議の場を設けること
等により、各関連分野が共通の理解に基づき協働する総合的な支援体制を構築することが重要である。なお、この場においては、障害児の支援が学齢
期から成人期に円滑に引き継がれるよう、協議していくことが必要である。

第一 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に関する基本的事項

下線部は第二期障害児福祉計画（令和３年度から令和５年度）の基本的な指針において新たに追加した箇所。
（障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針の一部を改正する告示（令和２年厚生労働省告示第213号））

５ 障害児の健やかな育成のための発達支援



医療的ケア児の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進について
（5部局連名通知 平成 28 年６月３日）

以下の３省庁5部局の連名で通知を発出

☚ これこそ行政の多職種連携です！！

① 医政発（医政局）
② 雇児発（子ども家庭局）
③ 障発（障害保健福祉部）
④ 府子本（内閣府子ども・子育て本部）
⑤ 文科初（文科省初等中等教育局）



医療的ケア児の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進について
（５部局連名通知 平成 28 年６月３日）

【通知の趣旨】
各地方公共団体においては、所管内の医療的ケア児の支援ニーズや地域資源の状況を踏まえ、
保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関の連携体制の構築に向けて、計画的に取り組
んでいただくようお願いする。

【技術的な助言】

保健関係 母子保健担当者は、医療的ケア児が適切な支援が受けられるように関係課室等と情報共有
医療関係 小児病棟やNICU、PICU等から退院するに当たり療養・療育が必要な小児に対し支援を実施し、退院支援から生活の場
における療養支援、急変時の対応、看取りまで継続して在宅医療が行われるよう、関係機関間の連携体制構築に配慮
障害福祉関係 各地方公共団体は障害福祉計画だけでなく障害児福祉計画を策定することが義務付けられ、これらを活用して医
療的ケア児の支援の体制の確保を図る（障害児福祉計画は平成30年4月1日より施行）。特に、医療的ケア児を受け入れることが
できる短期入所や児童発達支援を必要としている医療的ケア児のための障害児通所支援等の確保が重要。
保育関係 医療的ケア児についても保育のニーズを受け止め、保育所・幼稚園等での受け入れや看護師の配置等
子ども・子育て支援法に基づく基本指針において、全ての子どもの健やかな育ちを等しく保障することを目指す
教育関係 医療的ケア児やその保護者の意向を尊重しつつ、関係機関とも連携しながらその教育的ニーズに応える
① 乳幼児期から学校卒業後までの一貫した教育相談体制の整備、専門家による巡回指導、関係者に対する研修
② 医療的ケアを実施する看護師等の配置又は活用、看護師等を中心に教員等が連携協力した体制整備
③ 学校において医療的ケアを行う看護師等を確保するとともに、看護師等に必要な研修の機会を充実
④ 看護師等の養成課程において特別支援学校等での実習を受け入れる

関係機関等の連携に向けた施策
① 地域において協議の場を設置し、定期的に開催
※（自立支援）協議会、医療的ケア運営協議会、慢性疾患児童等地域支援協議会、地方版子ども・子育て会議
など既存の枠組みを活用。2次医療圏や障害福祉圏域、市区町村単位などの設置開催も想定。

② 重症心身障害児者等及び医療的ケア児の支援をコーディネートする者の育成
③ 地方公共団体内で保健、医療、障害福祉、保育、教育等の課室の互いの連携体制を確保



施策と都道府県の担当課と国の所管課との関係

施策 都道府県の担当課 国の所管課

救急・災害・周産期小児・在宅医療 地域医療担当課 厚労省 医政局地域医療計画課

障害児者支援、重心施設 障害福祉担当課 厚労省 障害保健福祉部障害福祉課

子育て支援、児童虐待 母子保健担当課 厚労省 こども家庭局母子保健課

小児慢性特定疾病、指定難病 健康担当課・保健所 厚労省 健康局難病対策課

特別支援学校における医療的ケア 特別支援教育担当課 文科省 初等中等教育局特別支援教育課

• 都道府県庁の各部署は、それぞれ関連する国の部署から下りてきた施策を
受け止め、現場に下ろす構造になっている。

• このため、施策を発出した国の部署を知っておいたほうが良い。



地域における医療的ケア児の支援体制の整備

○訪問診療や訪問看護等医療を受けながら生活

することができる体制の整備の確保

○小児在宅医療従事者育成のための研修会の

実施

等

○障害児福祉計画等を利用しながら計画的

な体制整備

○医療的ケアに対応できる短期入所や障害

児通所支援等の確保

等

平成28年5月25日成立・同年6月3日公布の「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部
を改正する法律」において、地方公共団体に対し、医療的ケア児が必要な支援を円滑に受けることができるよう、保健、医療、福祉等の各関
連分野の支援を行う機関との連絡調整を行うための体制整備に関する努力義務を規定（児童福祉法第５６条の６第２項）（本規定は
公布日施行）

 「医療的ケア児の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進について」（平成２８年６月３日関係府省部局長連名
通知）を地方公共団体等に発出し、連携体制の構築を推進。

○母子保健施策を通じて把

握した医療的ケア児の保

護者等への情報提供 等

医療関係

地方公共団体

保健 医療

障害福祉 保育

教育 その他

○保育所等、幼稚園、認定こども

園における子どもの対応や保護

者の意向、受入体制などを勘案

した受入や医療的ケア児のニー

ズを踏まえた対応

等

○学校に看護師等の配置

○乳幼児から学校卒業後までの

一貫した教育相談体制の整備

○医療的ケアに対応するための

体制整備（看護師等の研修）等

地方公共団体の関係課室等の連携

○関係課室等の連携体制の確保
○日頃から相談・連携できる関係性の構築
○先駆的に取り組んでいる地方公共団体
の事例を参考としつつ推進 等

関係機関等の連携

○協議の場の設置
○重症心身障害児者
等コーディネーター

の
配置

等

教育関係

障害福祉関係

保健関係 保育関係
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http://www.fumira.jp/cut/hoikuen/file367.htm
http://www.fumira.jp/cut/medical/file178.htm
http://www.fumira.jp/cut/gakkou/file1.htm
http://www.fumira.jp/cut/hoikuen/file306.htm
http://www.fumira.jp/cut/hoikuen/file318.htm
http://www.fumira.jp/cut/medical/file241.htm


医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置について

19

注１）令和元年度中に設置予定を含む 注２）圏域の協議の場の数を含む 注３）圏域で設置している市町村を含む

協議の場の数注1） 協議の場を設置している
自治体数注１） 全自治体数 設置率

都道府県 72 47 47 100％

指定都市 23 20 20 100％

市区町
村

754注2） 1,185注3） 1,741 68％

【調査方法】
厚生労働省障害保健福祉部障害福祉課から各都道府県の障害福祉部門に調査票を配布。都道府県の障害福祉部門から都道府県内
他部局及び市区町村へ調査を依頼し、各都道府県障害福祉部門で取りまとめて厚労省に報告。（令和元年8月1日時点）

◼ 協議の場の設置状況（令和元年8月1日時点）

66%
87%

100

%

都道府県 市区町村

（令和元年度中に設置予定を含む） （令和元年度中に設置予定を含む）

圏域で設置 市区町村単独で設置 圏域と単独両方設置

市区町村数 675 573 63

＜参考＞

21%
35%

68%



障害福祉における医ケア児支援

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000117218.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000117218.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000117218.html


医療的ケア児等コーディネーター養成研修等事業※地域生活支援促進事業（都道府県・指定都市）

（項）障害保健福祉費
（目）地域生活支援事業費等補助金 平成30年度予算額：68,139千円

（１）医療的ケア児等を支援する人材の養成
地域の障害児通所支援事業所、保育所、放課後児童クラブ及び学校等において医療的ケア児等への支援に従事できる者を養成する

ための研修や、医療的ケア児等の支援を総合調整する者（以下「コーディネーター」という。）を養成するための研修を実施する。
（２）協議の場の設置

地域において医療的ケア児等の支援に携わる保健、医療、福祉、教育等の各分野の関係機関及び当事者団体等から構成される協議
の場を設置する。協議の場では、現状把握・分析、連絡調整、支援内容の協議等、地域全体の医療的ケア児等の支援に関する課題と
対応策の検討等を行う。

○ 人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児や重症心身障害児等（以下「医療
的ケア児等」という。）が地域で安心して暮らしていけるよう、医療的ケア児等に対する支援が適切に行える人材を養成するとともに,
医療的ケア児等の支援に携わる保健、医療、福祉、教育等の関係機関等の連携体制を構築することにより、医療的ケア児等の地域生活
支援の向上を図ることを目的とする。

目 的

事業内容

都道府県・指定都市

地域中核病院
・地域小児科センター

障害児
入所施設

児童発達支援
センター等

訪問看護
ステーション

相談支援事業所

救命救急センター・
小児専門病院

小児科診療所
・在宅療養支援

診療所

障害福祉
サービス
事業所

特別支援学校
・学校コーディネーター

育成

協議の場の設置
・現状把握・分析
・支援の連携
・資源の開拓
・地域住民への情報提供

など

保健
センター

育成

【支援者・コーディネーター】
障害児相談支援事業所等の職員等に対す
る研修を行い、医療的ケア児等を支援す
る者の育成の推進を行う

2017年度から地域生活支援
促進事業として強化



医療的ケア児等コーディネーターの配置について

22

注1）令和元年度中に配置予定を含む 注2）2県は圏域ごとに配置 注3）圏域での設置を含む

コーディネーターを配置している
自治体数注1） コーディネーターの配置人数注1）

総数 全自治体数 配置割合 総数
1自治体あたり

配置人数
＜平均値＞

1自治体あたり
配置人数
＜中央値＞

都道府県 13注2） 47 28％ 156 3.3 2.5

指定都市 10 20 50％ 68 6.8 2.0

市区町村 369注3） 1,741 21％
783 2.1 1.0

【調査方法】
厚生労働省障害福祉部障害福祉課から各都道府県の障害福祉部門に調査票を配布。都道府県の障害福祉部門から市区町村へ調査を
依頼し、各都道府県障害福祉部門で取りまとめて厚労省に報告。（令和元年8月1日時点）

◼ 医療的ケア児等コーディネーターの配置状況（令和元年8月1日時点）

84%

91%

74%

16%

9%

25%

都道府県

指定都市

市区町村

研修受講あり 研修受講なし

◼ 配置された医療的ケア児等コーディネーターの研修受講状況（令和元年8月1日時点）

圏域で配置 市区町村単独で設置

市区町村数 14 355

＜参考＞

※令和2年1月28日時点修正



医療的ケア児等総合支援事業（地域生活支援促進事業）

【事業内容】
医療的ケア児とその家族へ適切な支援を届ける医療的ケア児コーディネーターの配置や地方自治体における協議の場の設置など地方自

治体の支援体制の充実を図るとともに、医療的ケア児とその家族の日中の居場所作りや活動の支援を総合的に実施する。
医療的ケア児等コーディネーターの配置については、都道府県で28％、市町村で21％であり、第2期障害児福祉計画（令和３～5年度）
においては、すべての市町村もしくは圏域での設置をめざし、相談体制の充実を図る。
【実施主体】都道府県・市町村

地方自治体における
医療的ケア児等の協議の場の設置

医療的ケア児等の相談体制の整備

医療的ケア児等コーディネー
ター医療的ケア児等支援者（喀
痰吸引含む）の養成研修

障害児通所支援施設 保育園・幼稚園

併行通園の促進

• 事業所からの付き添いなどのバックアップ
• 適切な情報交換

医療的ケアのある子どもとその家族

• 医療的ケア児等コーディネーターの配置
• コーディネーター間や相談支援専門員との情

報交換や症例検討の場の設置
• 移行期（NICUから在宅生活への移行、学校

生活への移行、成人期への移行等）における
重点的な相談体制の整備 等

医療的ケア児等とその家族への支援

きょうだい児への支援家族のレスパイト

その他、障害福祉サービス
等と重複しない支援

✓ 地方自治体において、医療的ケア児等とその家族への支援体制の強化
✓ 障害福祉サービスでは実施が難しいニーズに対する支援
✓ 地域に障害福祉サービス等の実施事業所がなくても地方自治体による

支援の実現が可能

医療的ケア児等に対応する看護職員
確保のための体制構築

• 看護職員に対する医療的ケアに関する研修
• 就業先とのマッチング 等

障害児通所支援施設
看護職員への研修

令和３年度拡充

• 保健、医療、福祉、教育、子育て等の各分野の関
係機関及び当事者団体等から構成される協議の
場の設置

• 現状分析のための、医療的ケア児数の把握・ニーズ
調査の実施

• 医療的ケア児のご家庭向けの情報提供（HP,ガイ
ドブックの作成） 等

令和３年度予算額（令和２年度予算額）：2.2億円（1.4億円）
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医療型短期入所事業所開設支援※都道府県事業（指定都市、中核市も可）

（項）障害保健福祉費
（目）地域生活支援事業費等補助金 令和２年度予算案：505億円の内数（495億円の内数）

１）新規開設に向けた医療機関等に対する講習等
医療型短期入所事業所の新規開設に向けて、医療機関や介護老人保健施設等に対し、重症心身障害児者等に対する支援の
基礎的な知識や、既存施設の短期入所における支援事例などについての講習等を実施する。

２）新規開設事業所の職員に対する研修等
新規開設事業所の職員に対し、重症心身障害児者等の障害特性に関する知識や支援技術の習得を図るための実地研修等を
実施する。
例えば、新規開設事業所と既に医療型短期入所事業を実施している施設との間で、職員を相互に交換する研修を実施する
ことなどが考えられる。

○ 医療型短期入所事業の対象である重症心身障害児者等が身近な地域で短期入所を利用できるよう、医療機関や介護老人保
健施設による医療型短期入所事業所の開設を支援し、重症心身障害児者等が在宅で安心した生活を送れるよう支援の充実を
図ることを目的とする。

目 的

事業内容

都道府県・指定都市・中核市

実地研修・現地研修
（既存の医療型短期入所事業所）

医療的ケアが必要な重症心身障害児者等が
居住する身近な場所

新規開設事業所の職員
が研修受講

短期入所事業所
（病院）

短期入所事業所
（介護老人保健施設）

短期入所事業所
（病院）

短期入所事業所
（介護老人保健施設）

連携・委託

短期入所

講習会

基礎的な知識等ついての講習会を開催し、
新規参入を促す

①

②

③

現地指導
（アフターフォロー）



障害福祉従事者の専門性向上のための研修受講促進事業

○ 社会福祉士及び介護福祉士法等の一部改正により、平成24年４月から一定の条件の下で介護職員等によるたんの吸

引等が可能となり、今後、医療的ケアのニーズに適切に対応するため、喀痰吸引等の研修修了者を更に育成することが求
められる。また、同行援護や行動援護については、従業者の要件として従業者研修を受講することとしており、加えて、重度障
害者支援加算等については、強度行動障害支援者養成研修を受講することを算定要件としており、これらの研修受講を積極
的に促進する必要がある。

○ 一方、障害福祉の現場では人材不足感が高まっており、喀痰吸引等の研修等の機会を与えることのできる人的余裕がない
との声が多く寄せられている。

○ このため、障害福祉従事者の確保や専門性の向上を図る観点から、障害福祉従事者が研修に参加することを促すため、研
修受講中の代替要員確保のための支援を行う。

１．事業目的

○ 現任職員が専門性向上のための研修を受講している期間における代替職員の確保のための経費に対し助成する。
○ 地域生活支援促進事業の都道府県任意事業として実施。

２．事業内容

【対象者】都道府県内の事業所等の障害福祉従事者

【対象研修】喀痰吸引等研修、強度行動障害支援者養成研修 等

【助成内容】国１／２、都道府県１／２

【事業実施要件】都道府県が適当と認める事業所等

３．事業要件

②研修受講

①申請④実績
報告

③代替職員派遣

都道府県地域生活支援促進事業



○介護福祉士及び一定の研修を受けた介護職員等は、一定の条件の下にたんの吸引等の行為を実施できることとする。
☆たんの吸引や経管栄養は「医行為」と整理されており、これまでは、一定の条件の下に実質的違法性阻却論により容認。

趣旨

○たんの吸引その他の日常生活を営むのに必要な行為であって、
医師の指示の下に行われるもの
※ 保健師助産師看護師法の規定にかかわらず、診療の補助と して、
たんの吸引等を行うことを業とすることができる。
☆具体的な行為については省令で定める
・たんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部）
・経管栄養（胃ろう、腸ろう、経鼻経管栄養）

実施可能な行為

○介護福祉士
☆具体的な養成カリキュラムは省令で定める

○介護福祉士以外の介護職員等
☆一定の研修を修了した者を都道府県知事が認定
☆認定証の交付事務は都道府県が登録研修機関に委託可能

介護職員等の範囲

○たんの吸引等の研修を行う機関を都道府県知事に登録

（全ての要件に適合している場合は登録）

○登録の要件
☆基本研修、実地研修を行うこと
☆医師・看護師その他の者を講師として研修業務に従事
☆研修業務を適正・確実に実施するための基準に適合
☆具体的な要件については省令で定める
※ 登録研修機関の指導監督に必要な登録の更新制、届出、改善命令等の規定を整備。

登録研修機関

○自らの事業の一環として、たんの吸引等の業務を行う者は、
事業所ごとに都道府県知事に登録
（全ての要件に適合している場合は登録）

○登録の要件
☆医師、看護職員等の医療関係者との連携の確保
☆記録の整備その他安全かつ適正に実施するための措置
☆具体的な要件については省令で定める
※ 登録事業者の指導監督に必要な届出、報告徴収等の規定を整備。

＜対象となる施設・事業所等の例＞
・ 介護関係施設（特別養護老人ホーム、老人保健施設、グループホーム、
有料老人ホーム、通所介護、短期入所生活介護等）
・ 障害者支援施設等（通所施設及びケアホーム等）
・ 在宅（訪問介護、重度訪問介護（移動中や外出先を含む）等）

・ 特別支援学校

※医療機関は対象外

出 典：介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方に関する検討会「中間まとめ」

登録事業者

○平成24年4月1日施行
（介護福祉士については平成28年4月1日施行。ただし、それ以前で
あっても、一定の研修を受ければ実施可能。）

○現在、一定の条件の下にたんの吸引等を実施している者
が新たな制度の下でも実施できるために必要な経過措置

実施時期及び経過措置

介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度について
（｢社会福祉士及び介護福祉士法｣の一部改正）
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令和3年度障害福祉サービス等報酬改定



重症心身障害児： 大島分類の１～４の範囲に入るもの
（運動機能は座位まで、知的機能はIQ３５未満）

➡ 身体障害者手帳１・２級＋療育手帳Aに相当

重症心身障害児（者）

乳児は肢体不自由身障者手帳や
療育手帳を取れないため、重心
児の認定を得ることが困難



障害児通所給付費に係る通所給付決定事務等について
（令和３年４月事務連絡） の要旨

【出典】障害児通所給付費に係る通所給付決定事務等について（令和３年４月）

第２ 通所給付決定の事務

Ⅲ 通所給付決定

（１） 通所給付決定の際の勘案事項 （p8）

（中略） NICU等退院直後の医療的ケア児については、５領域11項目の調査に加えて医療的ケアの判定スコア

の調査における医師の判断を踏まえて支給の要否及び支給量を決定する。

（２）当該事項を勘案事項として定める趣旨 （p11）

① （中略）NICU 等退院直後の医療的ケア児に対し、障害児通所給付費等の支給要否決定を行うに当たって

は、５領域11 項目の調査のみでは、医療的ケア児の障害の程度が通常の発達においても必要である介助等を要

する状態であるのか、内部障害等に起因する医療的ケアにより通常の発達を超える介助等を要する状態であるか否

かの判断が困難である。そのため、医療的ケアの判定スコアの調査項目欄に規定するいずれかの医療行為を必要と

する状態である場合は、通常の発達を超える介助等を要するものとして通所給付決定を行うこととして差し支えない。

② 当該申請に係る障害児の介護を行う者の状況 （p12）

（中略） NICU等退院直後の医療的ケア児の属する家庭においては、一般的に在宅移行時における介護者の負

担や、医療的ケアのために24時間の対応を行っている状況等が想定されるため丁寧に聞き取りを行うこと。

29
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17797.html

乳幼児の重心認定は、手帳によらず
医療ケア及び主治医の意見を踏まえ

て決定して頂きたい

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17797.html


医療的ケア児等医療情報共有システム（MEIS）

• 医療的ケアが必要な児童等が救急時や、予想外の災害、事故に遭遇した際に、全国の医師・医療機関（特に、救急医）が
迅速に必要な患者情報を共有できるようにするためのシステム。

• 医療的ケア児等は、原疾患や心身の状態が様々であり、遠方で緊急搬送等された際にも速やかに医療情報の共有を図る必
要があることから、平成２８年度に調査研究を開始（検討会構成員：東京大学大学院医学系研究科教授、小児救急科医長、
重症心身障害児保護者団体会長等）。令和元年度～システム開発、令和２年５月１日からプレ運用を開始。
（※）令和２年６月９日現在、医療的ケア児等約１２２名、医師１０６名がプレ運用に登録している。

• プレ運用の結果を踏まえて、可能な範囲での改修を行い、令和２年７月末をめどに本格運用（※）を開始予定。

（※） ＭＥＩＳのＨＰから登録申請書がダウンロード可能

医療情報項目の確認

閲覧

(臨時ID取得)
※検討中

病院主治医
かかりつけ医

緊急時に
対応する
医師

クラウド

本人ID取得・入力・閲覧

MEIS：Medical Emergency Information Shareの略称 30



医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議

• 地域における医療的ケア児とその家族の生活の質を向上させるため、医療的ケア児等の支援
に係る最新の国の動向や地域での先進事例を発信する全国会議を開催しています。

• この会議には、全国の都道府県・指定都市の障害福祉、教育、医療、子育て、保健分野の担当
者が参加し、それぞれの地域で各分野が連携した支援ができることを目指しています。

「令和元年度医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議」
日時： ２０１９年１０月１１日（金）１０：３０～１７：００
場所： 厚生労働省講堂

【内容】
① 行政説明（厚生労働省、文部科学省）
② 事例報告（三重県、福岡県久留米市、東京都三鷹市、岡山県教育委員会）
③ グループディスカッション（医療的ケア児にかかる協議の場の効果的な運用に
ついて）

※ 詳細は厚労省HP「障害児支援施策」
ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 > 障害者福祉 > 障害者福祉分野のトピックス > 障害児支援施策
〉医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議 資料
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_07380.html

全ての動画を
YouTubeにアップ！

https://www.youtube.com/playlist?list=PLMG33RKISnWitMyxk0AM9noJPBgrKv_nL

2015年度から毎年開催
2020年度はコロナのため未開催

http://www.mhlw.go.jp/
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/topics_rd.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_07380.html
https://www.youtube.com/playlist?list=PLMG33RKISnWitMyxk0AM9noJPBgrKv_nL


保育における医ケア児支援



国が直接補助する医療的ケア児保育支援モデル事業は
2017年度～2020年度で終了しました。
2021年度からは一般財源化され、看護師配置、保育
士の研修などを補助します。













学校における医療的ケア支援

• 1990年代に養護学校で「医療的な日常生活援助行為」と定義
• 文部科学省は、2007年より毎年医療的ケア児の全国調査を実施
• 医療的ケアの項目を以下のように整理している
• 特定行為以外の医療的ケアは、看護師もしくは保護者が担当する

こととなる

栄養

経管栄養（鼻腔に留置されている管からの注入）

経管栄養（胃ろう）

経管栄養（腸ろう）

経管栄養（口腔ネラトン法）

ＩＶＨ中心静脈栄養

呼吸

口腔・鼻腔内吸引（咽頭より手前まで）

口腔・鼻腔内吸引（咽頭より奥の気道）

気管切開部（気管カニューレ内）からの吸引

気管切開部（気管カニューレ奥）からの吸引

経鼻咽頭エアウェイ内吸引

ネブライザー等による薬液（気管支拡張剤等）の吸入

経鼻咽頭エアウェイの装着

酸素療法

人工呼吸器の使用

排泄 導尿

その他 上記項目以外で医行為としてとらえている行為

文部科学省「特別支援学校における医療的ケアに関する調査」



令和２年度予算額 29百万円

(前年度予算額 59百万円)

【現状①】
学校に在籍する医療的ケア児は増加傾向

6,000

8,000

10,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

特別支援学校に在籍する医ケア児の推移

学校における医療的ケア実施体制構築 学校における医療的ケアに関する研修機会の提供

教育委員会等による看護師に対する研修をより充実させるため、
研修の企画・実施の在り方等を調査研究する。

（１団体）新規

人工呼吸器の管理等が必要な幼児児童生徒が増加傾向にあ
ること等を踏まえ、学校における受入体制の在り方等を引き続き
調査研究する。また、これまでの調査研究の成果等を踏まえ、
教育委員会等が参考となる資料を作成する。 （９自治体）

学校における医療的ケア実施体制構築事業

【現状②】
医療技術の進歩等により、人工呼吸器の管理等が必要な
児童生徒等が約10年で約２倍※に増加

Ｈ２１：７２０
人

Ｈ２９：１，４１８人
※公立特別支援学校の状況

医療的ケアが必要な幼児児童生徒を取り巻く環境が変わりつつある。

【参考】学校における医療的ケアの今後の対応について（H31.3.20初等中等教育局長通知）
３．教育委員会における管理体制の在り方
（１）総括的な管理体制の整備
① 各教育委員会は、医療的ケア児の受け入れに備え、域内の学校における医療的ケア児に関する
総括的な管理体制を整備するため、以下に示すことを実施すること。

1)管理下の学校における医療的ケア実施体制の策定（医療的ケアを実施する看護師等と認定特
定行為業務従事者である教職員やその他の教職員との連携及び役割分担を含む）

5)緊急時の対応指針の策定・学校と医師及び医療機関の連携協力の支援
6)管理下の学校における医療的ケア実施体制説明資料（保護者用リーフレット、医療関係者用リ
ーフレット）の作成と広報

【参考】学校における医療的ケアの今後の対応について（H31.3.20初等中等教育局長通知）
８．研修機会の提供
（１） 看護師等に対する研修
国は教育委員会の研修をより充実させていくために、各自治体の参考となるような最新の医療情
報の提供や実技演習、実践報告、学校で働く経験の浅い看護師が安心して業務に対応することを
含めた研修の企画・実施に努める。各教育委員会においては、域内や学校で指導的な立場にある
看護師や各教育委員会の医療的ケア担当者等が研修に受講できるよう配慮すること。

【関連予算】
学校における医療的ケアの環境整備の充実を図るため、自治体等による
看護師配置等を支援
⇒切れ目ない支援体制整備充実事業（補助率：１／３）
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成育基本法(2018年12月14日公布)

新生児期～成人までの成育過程にある者と妊産婦に対し、必要な成育医療等（妊産婦、子どもに関する医療・
保健・教育・福祉サービス等）を切れ目なく提供するための施策を総合的に推進する

成育医療等の提供の施策では、①子どもの権利を尊重し、②需要に適確に対応し、③平等で科学的に、④育児
環境を整備しなければならない

成育医療等の提供は、国、地方自治体、保護者、医療関係者等の責務であり、かつ関係者が相互に連携協力
するよう努めなければならない

(1) 政府は基本方針を策定 必要な財政措置を実施 実施状況を毎年公表

(2) 適切な医療や救急医療の整備、孤立や虐待の予防・早期発見のための健診等

(3) 子どもと妊婦の心身の健康に関する教育・普及啓発

(4) 健診情報のデータベース化、死亡した子どものデータベース化

(5) 調査研究

目的

理念

責務

施策

2019年12月1日施行

2020年2月13日～10月30日に計5回の
成育医療等協議会が開かれた
⇒
2021年2月9日に成育医療等基本方針が
閣議決定された





施行期日：公布の日から起算して３月を経過した日（令和３年９月18日）

検討条項：法施行後３年を目途としてこの法律の実施状況等を勘案した検討
医療的ケア児の実態把握のための具体的な方策／災害時における医療的ケア児に対する支援の在り方についての検討

医療的ケア児支援センター（都道府県知事が社会福祉法人等を指定又は自ら行う）

○医療的ケア児及びその家族の相談に応じ、又は情報の提供若しくは助言その他の支援を行う
○医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関等への情報の提供及び研修を行う 等

保育所の設置者、学校の設置者等による措置

○保育所における医療的ケアその他の支援
看護師等又は喀痰吸引等が可能な保育士の配置

○学校における医療的ケアその他の支援
看護師等の配置

国・地方公共団体による措置

○医療的ケア児が在籍する保育所、学校等に対する支援
○医療的ケア児及び家族の日常生活における支援
○相談体制の整備 ○情報の共有の促進 ○広報啓発
○支援を行う人材の確保 ○研究開発等の推進

支

援

措

置

保育所の設置者、
学校の設置者等の責務

国･地方公共団体の責務

基本理念
１ 医療的ケア児の日常生活・社会生活を社会全体で支援
２ 個々の医療的ケア児の状況に応じ、切れ目なく行われる支援

医療的ケア児が医療的ケア児でない児童等と共に教育を受けられるよう
に最大限に配慮しつつ適切に行われる教育に係る支援等

３ 医療的ケア児でなくなった後にも配慮した支援
４ 医療的ケア児と保護者の意思を最大限に尊重した施策
５ 居住地域にかかわらず等しく適切な支援を受けられる施策

立法の目的
○医療技術の進歩に伴い医療的ケア児が増加

○医療的ケア児の心身の状況等に応じた適切

な支援を受けられるようにすることが重要

な課題となっている

⇒医療的ケア児の健やかな成長を図るととも

に、その家族の離職の防止に資する

⇒安心して子どもを生み、育てることができ

る社会の実現に寄与する

◎医療的ケア児とは
日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為）

を受けることが不可欠である児童（１８歳以上の高校生等を含む。）

医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の全体像

（令和３年法律第81号）（令和３年６月11日成立・同年6月18日公布）





「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を
改正するための法律」の公布について
（３部局長合同通知、平成29年6月2日）

• 被保険者の自立した日常生活の支援

• 介護医療院の創設

• 介護保険の利用者負担の見直し

• 医療保険者の総報酬割

• 児童福祉法の改正

（介護保険事業者、障害福祉事業者は

障害児通所支援を運営して良い）

＝共生型サービス

厚生労働省医政局長
厚生労働省社会・援護局長
厚生労働省老健局長
３部局長による合同通知



2020年6月12日に社会福祉法が改正 （2021年4日1日施行）

【改正の概要】 （所管は社会・援護局地域福祉課）

１ 国及び地方自治体は、社会福祉事業者と協力して包括的な支援体制を整備

２ そのために保健医療、労働、教育、住まい、地域再生と連携

３ 市町村の重層的支援体制整備事業の体制整備を国及び都道府県が援助

（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務）

社会福祉法 第６条

２． 国及び地方公共団体は、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供さ
れる体制の整備その他地域福祉の推進のために必要な各般の措置を講ずるよう努め
るとともに、当該措置の推進に当たつては、保健医療、労働、教育、住まい及び地域再
生に関する施策その他の関連施策との連携に配慮するよう努めなければならない。

３．国及び都道府県は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）において第百六条の四第
二項に規定する重層的支援体制整備事業その他地域生活課題の解決に資する支援
が包括的に提供される体制の整備が適正かつ円滑に行われるよう、必要な助言、情
報の提供その他の援助を行わなければならない。（新設）



重層的支援体制整備事業

子ども・障がい・高齢・生活困窮の複合的な課題
や狭間のニーズに対応するために、包括的相談
支援事業などを行う



都道府県行政の役割
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• 地域医療、障害福祉、保育、教育担当部署及び現場の支援者とで協議の
場を持ち、戦略を立てる

• 医療的ケア児関連の研修会を企画し、人材育成

• 医療的ケア児数と地域資源の把握
（医療的ケア児の数と分布、医療的ケア児を受け入れる病院、診療所、訪
問看護ステーション、医療型障害児入所施設、児童発達支援事業所、放課
後デイサービス事業所、日中一時支援事業所等）

• 地域の医療的ケア児のニーズを把握

• 医療的ケア児のニーズに合った事業の立案

（地域医療介護総合確保基金、地域生活支援事業費補助金を活用）

• 地域共生社会を目指し、高齢者支援施設との共生、効率化を図る



市区町村行政の役割

• 市区町村での医療的ケア児の担当部署は、障害福祉担当課

• 自立支援協議会が医療的ケア児の協議の場になることが多い

• 地域の医療的ケア児を把握しているのは、医療機関、訪問看護ステーション、
地域担当保健師

• 協議の場にこれらの現場の医療従事者を入れることがカギ

市町村の障害福祉担当者にお願いしたいこと：

• 協議の場（自立支援協議会）に現場の医療従事者を招く

• 医療的ケア児の病院退院調整会議に出席する

• 医療的ケア児のニーズを満たすべく、地域生活支援事業を柔軟に運用

（日中一時支援、訪問入浴など）



時間軸に沿った小児の地域包括ケア

＜病院＞

① 病院から在宅へ移行
NICU・小児病棟等からの退院支援、
緊急時の後方支援、
高度医療（病院医療）の提供、気切・胃瘻の手術

② 在宅医療
訪問診療、訪問看護の提供、
高度医療（病院医療）の継続、
レスパイト入院もしくは入所

③ 地域における多職種連携
訪問診療、訪問薬剤師、訪問看護、居宅介護、
高度医療（病院医療）の継続、レスパイト
リハビリテーション、栄養・食事管理、
児童発達支援や放課後デイへ通う※、
保育所、学校へ通う※（医ケア児支援法） 、
障害福祉行政や保健行政と連携、災害対策

④ 成人期への移行
訪問診療、訪問看護の提供、
高度医療（病院医療）の成人科への移行、
成人の障害福祉制度へ移行、
生活介護、就労支援の確保

小
児
期

成
人
期

④
移行

①
病院
小児科
NICU
PICU

保育園・
幼稚園 ※

児童発
達支援※

通常学校・
特別支援学校

※

放課後
等デイ

※

就労

※

生活介護

※

③ 多職種連携

②
在宅医療

成
人
科

不安定期

＜居宅＞ ＜地域＞

＜病院＞＜在宅医療＞＜福祉・保育・教育・保健＞
＋＜地域＞

※ 医ケア実施者（看護師、喀痰吸引等従事者）
を配置する必要あり



小児の地域包括ケア（案）

かかりつけ医
こども病院・大学病院
（高次機能病院）

医療機関（主治医）

就学前：児童発達支援、保育所・幼稚園
学齢期：放課後等デイ、特別支援学校・通常学校
卒業後：生活介護、就労医療的ケアコー

ディネータ

入院できる病院
（地域病院）

居宅介護

訪問診療

訪問サービス
療育施設

日中活動の場

医療的ケア児とその家族

訪問看護

訪問薬剤管理指導

レスパイト施設訪問歯科診療

指示

支援・指示・
情報提供

支援・連携・情報提供

医療的ケア児
支援センター



施行期日：公布の日から起算して３月を経過した日（令和３年９月18日）

検討条項：法施行後３年を目途としてこの法律の実施状況等を勘案した検討
医療的ケア児の実態把握のための具体的な方策／災害時における医療的ケア児に対する支援の在り方についての検討

医療的ケア児支援センター（都道府県知事が社会福祉法人等を指定又は自ら行う）

○医療的ケア児及びその家族の相談に応じ、又は情報の提供若しくは助言その他の支援を行う

○医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関等への情報の提供及び研修を行う 等

保育所の設置者、学校の設置者等による措置

○保育所における医療的ケアその他の支援

看護師等又は喀痰吸引等が可能な保育士の配置

○学校における医療的ケアその他の支援

看護師等の配置

国・地方公共団体による措置

○医療的ケア児が在籍する保育所、学校等に対する支援

○医療的ケア児及び家族の日常生活における支援

○相談体制の整備 ○情報の共有の促進 ○広報啓発

○支援を行う人材の確保 ○研究開発等の推進

支

援

措

置

保育所の設置者、
学校の設置者等の責務

国･地方公共団体の責務

基本理念
１ 医療的ケア児の日常生活・社会生活を社会全体で支援
２ 個々の医療的ケア児の状況に応じ、切れ目なく行われる支援

医療的ケア児が医療的ケア児でない児童等と共に教育を受けられるよう
に最大限に配慮しつつ適切に行われる教育に係る支援等

３ 医療的ケア児でなくなった後にも配慮した支援
４ 医療的ケア児と保護者の意思を最大限に尊重した施策
５ 居住地域にかかわらず等しく適切な支援を受けられる施策

立法の目的
○医療技術の進歩に伴い医療的ケア児が増加

○医療的ケア児の心身の状況等に応じた適切

な支援を受けられるようにすることが重要

な課題となっている

⇒医療的ケア児の健やかな成長を図るととも

に、その家族の離職の防止に資する

⇒安心して子どもを生み、育てることができ

る社会の実現に寄与する

◎医療的ケア児とは
日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為）

を受けることが不可欠である児童（１８歳以上の高校生等を含む。）

医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の全体像

（令和３年法律第81号）（令和３年６月11日成立・同年6月18日公布）医療的ケア児支援法

厚生労働省HP「医療的ケア児等とその家族に対する支援施策」



厚生労働省HP「医療的ケア児等とその家族に対する支援施策」





子ども家庭庁の設立準備







行政の役割
（令和４年度の追加分）

令和３年度在宅医療講師人材養成事業において作成した動画に、
新しい情報を追加した動画を作成致しました。

医療的ケア児支援センター及び子ども家庭庁に関する情報です。
どうぞご活用下さい。

• 2022年12月3日

•埼玉医科大学総合医療センター小児科

•奈倉 道明


